高校商業教育の研究と実践における現状と課題の分析 : 戦後出版された文献を通じて by unknown


























  ＜表１＞  在籍生徒数の変化  （学校基本調査より作成）  
 


































































 2015（平成 27）年 4 月 1 日時点で高校「商業」の教員免許が取得できる大学は、国
立大学 26 校、公立大学 14 校、私立大学 138 校の合計 178 校 3)で、単純に計算すると
延べ人数で 178 名の商業科教育法担当者が存在することになる。参考までに中学校「社
会」・高校「地理歴史」「公民」の教員免許が取得可能な大学を集計してみると、国


















業科目担当教員数は、本務教員が公私立合計で、全日制 3,662 人、定時制 803 人、計
4,465 人、兼務教員が全日制 1,263 人、定時制 802 人、計 2,065 人、総計 6,530 人で
あった。すなわち、これを同年度の商業科の学科数および生徒数と比較すれば、本務
かつ専任担当の商業科教員は、平均して一学科あたり全日制 5 人、定時制 3 人であり、
また、全日制は生徒 69 人に対してひとり、定時制は生徒 88 人に対してひとりの割合
となっている」 6)。このような状況を受け、全国商業高等学校校長会（以下、「全国
商業高校校長会」という）から文部省に対して国立大学に商業教員養成課程を設置す
る要望が頻繁に出され、中央教育審議会においても昭和 28 年 7 月、計画的な商業教員
養成の必要性を建議した。このような動向を受けて 1953（昭和 28）年に小樽商科大学
商学部、翌‘54（昭和 29）年には和歌山大学経済学部と山口大学経済学部に商業教員
養成課程が設置された。なお、和歌山大学は 2000（平成 12）年 3 月、小樽商科大学は
2004（平成 16）年 3 月、山口大学は 2014（平成 26）年 3 月に同課程を廃止したが、
つい最近までこれら 3 大学の各学部内に定員 10 名～25 名程度の商業教員養成課程が
存在していた。 
















































 商教協は設立当初から 2002 年 2 月まで『国民のための商業教育』という機関誌名で
第 61 号まで発行し、2003 年からは名称を『全国商業教育研究協議会年報』に変更し
て今日に至っている。一方、日本商業教育学会は平成 3 年 3 月に機関誌『商業教育論








務局を置く千葉商科大学図書館に、わずかに第 20 号（2010 年）～27 号（2017 年）の















































典を除いた 33 冊に限定して検討を加えることにした。 
 便宜上、①歴史研究 2 冊②「商業科教育論」または「商業教育」という名称を含む
もの 19 冊③「商業科教育法」という名称を含むものと教授・学習法を扱ったもの 8






2. 三好信浩著『日本商業教育成立史の研究』（風間書房，1985 年） 
 
商業教育 
1. 椎谷福男『商業教育を学ぶ』（野島出版，2015 年） 
2. 番場博之著『職業教育と商業高校 : 新制高等学校における商業科の変遷と商業教
育の変容』（大月書店，2010 年） 
3. 笈川達男著『商業教育の歩み』（実教出版，2001 年） 
4. 石井栄一ほか編著『現代商業教育論』（税務経理協会，1991 年） 
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8. 澤田利夫著『商業教育原理』（多賀出版，1983 年） 
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9. 戸田正志著『新商業教育総論：商業と経営』（産業教育研究協会，1982 年） 
10. 田中義雄・雲英道夫編著『商業科教育論』（多賀出版，1980 年） 
11. 全国商業教育研究協議会編『学力回復と商業教育』（明治図書，1979 年） 
12. 大埜隆治著『高等学校商業教育論: 現代商業教育の道標』（市ヶ谷出版社， 
1975 年） 
13. 全国商業教育研究協議会編『新しい商業教育の創造』（明治図書，1972 年） 
14. 全国商業高等学校協会編『これからの商業教育：教師のためのハンドブック』（全
国商業高等学校協会，1968 年） 
15. 冨山忠三著『商業教育論』（所書店，1968 年） 
16. 武市春男著『商業教育論』（国元書房，1964 年） 
17. 大埜隆治著『高等学校商業教育論』（実教出版，1964 年） 
18. Ｒ．Ｇ．ワルター，Ｃ．Ａ．ノーラン共著，商業教育協会訳『商業教育論』（新
紀元社，1954 年） 
19. 大埜隆治著『商業教育』（岩崎書店，1953 年） 
 
商業科教育法 
 1. 日本商業教育学会編著『最新商業科教育法：教職必修』（実教出版，2011 年） 
 2. 吉野弘一著『商業科教育法：21 世紀のビジネス教育』（実教出版，2002 年） 
 3. 雲英道夫著『テキストブック：商業科教育法』（多賀出版，1993 年） 
 4. Ｐｏｐｈａｍほか著・雲英道夫ほか訳『ビジネス教育の教授＝学習システム』（多
賀出版，1981 年） 
 5. 武市春男・平井潔共著『商業教育論：商業科教育法』（国元書房，1976 年） 
 6. 初又才次郎著『高等学校商業科教育法』（理想社，1971 年） 
7. 初又才次郎著『高等学校商業教科教育法』（理想社，1968 年） 





2. 森均著『“やる気”を起こす奇跡の「大逆転教育」』（産能大学出版部，1992 年） 
3. 森均著『ダメといわれた子らの大逆転教育』（エール出版社，1991 年） 
4. 杉浦慶之助著『テールランプの灯を消すな：君たちは商業科最後の生徒だ』 
   （明治図書，1981 年） 
 
辞書・辞典 
1. 澤田利夫ほか編著『商業教育用語辞典』（多賀出版，1983 年） 






































消すな：君たちは商業科最後の卒業生だ』の 4 冊である。 





具体的にみると、1 学年－全商総合 1 級（全国商業高校協会簿記検定１級）・全経総
合 1 級（全国経理学校協会簿記検定１級）、2 学年－全経上級（日商１級と同一レベ
ル、合格すると税理士試験受験資格が取得できる）・日商 1 級、3 学年－税理士試験
科目合格、全経上級、日商 1 級、全経法人税法 1 級、全経所得税法 1 級という、高校




































































1.8 倍の 36 科目に増え、教育内容も特定の職種に必要な些末な知識・技能（例えば、
「秘書実務」という科目で身だしなみや電話の応対のようなもの）を修得させること
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 新堀通也『学問の社会学』（有信堂， 1984年）PP.12-14 
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（明治 17年）、高等商業学校（同 20年）、東京高等商業学校（同 35年）、東京商科大学（大正 9年）、東京産業
大学（昭和 19年）、一橋大学（同 24年）と発展していった。  
5)







 「商業教員養成課程の現状分析と課題」『北に一星あり－小樽商科大学の発展をめざして－第 2集  概要』（1
995年3月）P.12 
8)
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 現在、教科教育法の単位数は４単位に変更されている。  
23)
 寺田盛紀、上掲書P.45 
